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背景背景背景背景

東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等における民間投資の促進を通じ

て、都市・交通の低炭素化・エネルギー利用の合理化などの成功事例を蓄積し、その普及を図るとともに、住宅市場・地域経済の活性化を図る

１．低炭素建築物の認定１．低炭素建築物の認定１．低炭素建築物の認定１．低炭素建築物の認定

２．低炭素まちづくり計画の策定２．低炭素まちづくり計画の策定２．低炭素まちづくり計画の策定２．低炭素まちづくり計画の策定

①．住戸の認定→減税減税減税減税
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登録免許税

率

所得税最大減

税率

居住年

②．建築物全体の認定→容積率緩和容積率緩和容積率緩和容積率緩和

低炭素建築物の延

べ面積の1/20を限
度として、容積率算

定用床面積に不算

入

太陽熱集熱設備、燃

料電池設備、蓄熱設

備、蓄電池等

緩和内容設備

③．認定手続きの流れ

●所管行政庁

→認定申請の受付、審

査、認定の通知等

●申請者

→認定申請書、添付

図書の提出

●審査機関

→低炭素建築物新

築等計画に係る技

術的審査

認定申請書、添付図書の提出（＊）

適合証（事前に技術的審査有）

依頼書 適合証

＊認定申請書に併せて建築

確認審査を同時に希望する

場合は、確認申請書も添付

する。

都市機能の集約化都市機能の集約化都市機能の集約化都市機能の集約化

○建物の集約整備

○バリアフリー化等

建築物の低炭素化建築物の低炭素化建築物の低炭素化建築物の低炭素化

○低炭素建築物の整備

公共交通機関の利用促進等公共交通機関の利用促進等公共交通機関の利用促進等公共交通機関の利用促進等

○バス路線等の整備、共同輸配送の実施

○自動車に関するＣＯ２の排出抑制

緑、エネルギーの面的管理、利用の促進緑、エネルギーの面的管理、利用の促進緑、エネルギーの面的管理、利用の促進緑、エネルギーの面的管理、利用の促進

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進

○都市公園等での太陽光発電、蓄電池等の設置


